
民主党予算案のポイント 

１．基本方針 

○「子ども＝子育て」「教育」「地方の活性化」「財政健全化」が最重点項目 

○特に「子ども＝子育て」については、総額３．６兆円規模の「子ども手当」

を創設すると共に、将来世代に負担を押しつけないという観点から国債発行

額を徹底的に絞り込み。 

○政府案に含まれる多くのムダ・不要不急事業への歳出を大胆に見直し、 

約１６兆円の歳出を削減。 

 

２．全体像 

 歳出のムダを徹底的に見直し、国債発行額を大幅に縮減 

 政府案 民主案 差額 

 一般会計総額   ８２．２兆   ７８．３兆  ３．９兆減額 

 一般歳出合計   ４７．３兆   ４４．０兆  ３．３兆減額 

 国債発行額   ３４．４兆   ３１．９兆  ２．５兆減額 

 プライマリー 

バランス 

 

 ▲１５．９兆 

 

 ▲１２．０兆 

 

 ３．９兆改善 

 

３．民主党案のポイント 

①「子ども＝子育て」「教育」 

 少子化対策の一環として以下の重点項目に予算配分 

○「子ども手当」創設 

 義務教育終了時までの子ども１人に対して、月額１万６０００円の「子ども

手当」を創設。追加額３．０兆円 

○「出産時助成金」創設 

 現在の保険給付「出産一時金」に加え、国庫を財源として出生児１人当たり 

２０万円の助成金を給付し、出産時の経済負担軽減。所要額２２００億円。 

○学童保育拡充 

 学童保育実施箇所を現行１万４０００カ所から２万カ所へ。所要額９６０億 

○児童虐待対策 

 児童相談所機能強化のため、児童福祉司増。所要額１４０億 

○医療費負担軽減 

 小学生までの医療費窓口負担を一律１割に。所要額４５０億 

○「駅前保育」「保育ママ」支援強化 

 NPO の行う標記事業への支援強化。所要額５億。 



○３０人学級推進 

 補助金等を一括交付金化する際に行う一律２割削減を義務教育国庫負担金に

ついては行わず、３０人学級推進の所要財源を確保。 

 

（参考）民主党案と政府案の子ども（子育て）関係予算の比較 
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②地方の活性化 

 税財源を大胆に地方に移譲し、地方の自己決定能力を高めることによって、

地方の活性化を実現。 

○補助金改革・税源移譲等 

 政府案補助金１９．８兆円に税源移譲対象分（所得譲与税・税源移譲予定特

例交付金）１．８兆円を加えて、２１．６兆円を改革の対象とする。 

 この２１．６兆円から、引き続き国が責任を負うべき生活保護、「子ども手当」

等を除いた１８．６兆円を改革の対象とし、５．５兆円の税源移譲と１２．

５兆円の一括交付金を創設する。 

 

補助金改革　民主案と政府案の比較

政府案

民主案

税源移譲

交付金化

 



（参考）民主党補助金改革案全体像 
   

政府案補助金総額 １９．８兆 
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 １．８兆 

 
 
         改革対象総額 ２１．６兆円 
 
 
                   一括化対象範囲 １４．１兆 
 
 
生活保護
等一括化
非対象分 
３．０兆 
 

 
公 共 事
業 関 係
補 助 金
（ 税 源
移譲分） 
４．５兆 

 
一 括 化
に 伴 う
一 律 ２
割 削 減
分 
２．８兆 

 
 
 一括交付金 １１．３兆 

 
義 務 教
育 教 職
員 分 補
填 
０．５兆 

 
自 動 車
関 係 諸
税 減 収
補填分 
０．７兆

 
                          一括交付金配布総額 １２．５兆 
 

③財政健全化 

 「将来世代にこれ以上負担を押しつけない」ため、国債発行額を抑制。（再掲） 

 政府案 民主案 改善額 

 国債発行額   ３４．４兆   ３１．９兆  ２．５兆減額 

 プライマリー 

バランス 

 

 ▲１５．９兆 

 

 ▲１２．０兆 

 

 ３．９兆改善 

 

民主党の歳出改革の概要（総額１６．０兆円） 

 
 



④その他のポイント 

○年金保険料流用を廃止するため、９２３億円を国庫から支出。 

○民主党が提出している「被災者生活再建支援法改正案（住宅本体対象・給付

額引き上げ等）」実現のために、所要額（３７億円）を追加。 

○民主党の年金抜本改革法案に則り、基礎年金国庫負担率 1/2 引き上げ（所要

額２．７兆円）を歳出見直しによって実現。 

○国会議員定数８０削減を含め、国会経費を節減（▲２５０億） 

 

４．歳入面での見直し 

①「子ども手当」の財源確保 

 総額３．６兆円の「子ども手当」創設に向け（追加所要額：３．０兆円）、所

得税の扶養控除（老人扶養控除等は廃止対象外）、配偶者控除、配偶者特別控

除を廃止。増収見込額は１．９兆円。なお高校生・大学生を持つ家庭につい

ては無利子奨学金貸与額引き上げにより、負担軽減を図る。 

②定率減税は縮減せずに継続 

 政府が０６年１月から予定する定率減税縮減は行わない。減収見込額１８５

０億円。 

③地球温暖化対策税の導入 

 マニフェストに則り、地球温暖化対策税（含有炭素１トンあたり３０００円、

ガソリン１リットル当たり２円程度）を導入する。また温暖化防止に対する

企業の取り組みに対し、イギリス、ドイツなど欧州に見られる産業界と政府

の協定（最大８０％の減免措置）などを参考に、支援する。増収見込額は７

４００億円。同時に自動車重量税の税率引き下げ、自動車取得税廃止を行い、

自動車関係諸税の整理合理化を進める。 

 

５．景気・雇用への影響 

○政府予算額削減によるマイナスと「ローン利子控除」「高速道路無料化」など

によるプラスを勘案すれば、試算上は若干のプラス（＋０．１ポイント） 

○但し、控除対象を住宅に限定しない「ローン利子控除」により消費の大幅拡

大が見込め、また「高速道路無料化」は地域の観光・交流促進等により試算

できないプラスの効果が大きい。結果として、経済に大きなプラスがあると

考えられる。 

○また雇用についても、民主党予算案による直接雇用効果が約５０万人、試算

可能な範囲での波及効果を含めれば約１００万人の雇用増が見込める。これ

は現在の完全失業者数２７０万人の３７％を占める。 


